
＊厚生労働省では、基本目標＞施策大目標＞施策目標を設定して、政策を実施しています。
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目標１

（課題１）

目標２

（課題２）
多数の者が使用し、又は利用する建築物における衛生的な環境の確保を図る。

公衆衛生の向上及び増進に資し、国民生活の安定に寄与するためには、多数の者が使用・利用する建築物の衛生環境の改善及び向上を図る
必要があるため。

施策実現のための課題・背景

・　生活衛生関係営業における衛生水準の向上、消費者の安全・安心の確保を図るためには、衛生水準の向上に向けた営業者自身の自主的な取組み、生活衛生同業組合等の互助・支援、保健所等を通じた指導の組み合わせが
必要である。

・　生活衛生関係営業者には零細な個人・家族営業者も多く、経営者の高齢化や後継者確保難に直面している。また、厳しい経営環境にある中でも、生産性の向上等に取り組み、最低賃金の引上げ等に対応していく必要が生じて
いる。

・　地域に根ざして営業を行っている生活衛生関係営業は、生活需要に応じたサービス提供のみならず、買物弱者対策のほか、地域の健康づくりや地域コミュニティの活性化等に積極的に貢献していくことが期待されている。
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・　建築物衛生法の適用対象となる特定建築物が年々増加する中、ビル・建物清掃員の有効求人倍率は近年高い水準で推移し、令和元年度は2.91となっており、人材確保が困難な状況にある。
　（参考）ビル・建物清掃員の有効求人倍率の推移
　　平成26年度：1.94、平成27年度：2.24、平成28年度：2.64、平成29年度：2.95、平成30年度：3.03、令和元年度：2.91

・　人材不足によりビルクリーニング業務が適切に行われなくなれば、建築物の衛生状態が悪化し、利用者の健康が損なわれるおそれがある。

各課題に対応した達成目標

達成目標/課題との対応関係 達成目標の設定理由

生活衛生関係営業について衛生水準の確保及び振興等を図る。
生活衛生関係営業の大半は中小零細事業者である中で、営業者自身の自主的な取組みや生活衛生同業組合等の互助・支援等により、衛生施
設の改善向上、経営の健全化、振興等を通じてその衛生水準を維持向上させることで、消費者の安全・安心の確保を図る必要があるため。

施策の概要

1

①　生活衛生関係営業の衛生水準の確保及び振興
・　国民生活に密着した「生活衛生関係営業」（理容業、美容業、クリーニング業、旅館業、浴場業、興行場営業、飲食店営業（すし、めん類、中華料理、社交、料理、一般飲食）、食肉販売業、食鳥肉販売業、氷雪販売業）について
は、全国で約108万店（全事業所の約20％）が営業している。他方、生活衛生関係営業の営業者の大半は中小零細事業者であり、市場が成熟する中で、大規模チェーン店等との競争の激化もあり、厳しい経営環境にある。

・　そのため、個別法（食品衛生法、理容師法、美容師法、クリーニング業法、旅館業法、公衆浴場法等）による衛生規制を行いつつ、「生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する法律」（昭和32年法律第164号。以下
「法」という。）により、生活衛生同業組合等の組織化を促し、予算、日本政策金融公庫の政策融資、税制上の支援策を講ずることで、営業の振興と公衆衛生の維持向上を図っている。

・　特に、生活衛生関係営業の振興については、公衆衛生の向上及び増進を図り、あわせて利用者及び使用者の利益に資することを目的として、厚生労働大臣は法に基づき、業種別に「振興指針」を定めており、生活衛生同業組
合等では、振興指針をもとに、同指針の内容を具体化するものとして、組合員たる営業者の振興を計画的に推進するための「振興計画」を策定している。

・　また、新型コロナウイルス感染症により経営に深刻な影響を受けた生活衛生関係営業者が「新しい生活様式」に対応できるよう、幅広い相談にワンストップで対応できる伴走型の支援を実施するほか、生産性向上ガイドライン・
マニュアルを活用した個別相談等や最低賃金に関するセミナー等を実施するなど業績回復に向けた支援等を行っている。

②　建築物における衛生対策の推進
・　「建築物における衛生的環境の確保に関する法律」（昭和45年法律第20号。以下「建築物衛生法」という。）に基づき、興行場、百貨店、店舗、事務所、学校等の用途に供される建築物で相当程度の規模を有するものを「特定建
築物」と定義し、特定建築物の維持管理に権原を有する者（特定建築物維持管理権原者）に対して、「建築物環境衛生管理基準」に従って維持管理することを義務付けるなど、建築物内の衛生の確保を図っている。

・　建築物の衛生管理については、空気環境、給排水、清掃、ねずみ等防除と多岐にわたっており、建築物清掃業等の８業種については、都道府県知事の登録制度が設けられている。

・　また、近年ビルクリーニング分野においては、生産性向上等の取組を行ってもなお人手不足の状況が深刻化していることから、入管法改正による新たな在留資格「特定技能」としての外国人材の受入れを開始している。

令和３年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

施策目標名（政策体系上の位置付け）

生活衛生関係営業の振興等を通じて、公衆衛生の向上・増進及び国民生活の安定に寄与すること（施策目標Ⅱ－５－
１）
　基本目標Ⅱ：安心・快適な生活環境づくりを衛生的観点から推進すること
　　 施策大目標５：生活衛生関係営業の振興等により、衛生水準の向上を図ること

担当
部局名

医薬・生活衛生局
生活衛生課

作成責任者名 生活衛生課長　成松　英範

（厚生労働省３（Ⅱ－５－１））
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基準年度
平成29年

度
平成30年

度
令和元年

度
令和２年

度
令和３年

度

前年度
（59.1%）以

上

前年度
(60.3%)以

上

前年度
（60.1%）以

上

前年度
（59.9%）以

上

前年度
（60.5%）以

上

60.3% 60.1% 59.9% 60.5%

前年度
（13,783
件）以上

前年度
(14,107件)

以上

前年度
（14,410
件）以上

前年度
（14,173
件）以上

15,709件
以上

14,107件 14,410件 14,173件 28,581件

令和元年度 令和２年度

予算額 予算額

執行額 執行額

228百万円
の内数

259百万円
の内数

208百万円
の内数

134百万円
の内数

7,098百万
円

43,448百万
円

6,655百万
円

42,358百万
円

1,789百万
円

2,729百万
円

1,496百万
円

2,649百万
円

(3)
生活衛生関係営業対策事業費補助金
（平成23年度）

1,859百万
円

1

＜生活衛生関係営業対策費補助金＞
・　（公財）全国生活衛生営業指導センターは、生活衛生関係営業全般にかかる情報収集・提供、調査研究、（公財）都道府県生活衛生営業指導センター及び生活衛生
関係営業の連合会に対する指導等、法第57条の10に規定する事業を行っており、国は、法の規定に基づき、全国センターの行う事業について補助しているものであ
る。
　また、（公財）都道府県生活衛生営業指導センターは、生活衛生関係営業者やその組合に対する指導、経営・融資の相談等、法第57条の４第１項に規定された事業
を行っており、国は、法の規定に基づき、都道府県が都道府県指導センターの行う事業について補助した経費の一部を補助しているものである。さらに、法の規定に基
づき、生活衛生関係営業の連合会及び組合に対して必要な助成を行うものである。

・　同事業の一部として、振興計画未作成組合の解消に寄与する事業があり、これらの事業に補助金を交付することにより、業種別認定率の向上を図る。
・　同事業は、複数の異なる事業が実施されている性質上、事業毎に多様な成果目標が設定されており、統一的な目標を定量的に示すことはできないが、生活衛生関
係営業の経営の健全化、公衆衛生の向上及び増進、国民生活の安定に寄与することを目的としている。

・新型コロナウイルス感染症対策として、社会保険労務士や中小企業診断士などの専門家が経営相談等を実施する事業、生活衛生同業組合連合会が作成したガイド
ラインの講習会を行う等して周知を図る事業、事業者が「新しい生活様式」を踏まえた経営スタイルに移行できるよう衛生対策と経営支援の専門家等を派遣し助言・指
導を行う事業をそれぞれ実施している。

2021-厚労-20-0452

2021-厚労-20-0450

(2)
生活衛生金融対策費
（平成11年度）

70,240百
万円
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＜補給金、出資金＞
・　生活衛生関係営業者に対して無担保・無保証人で融資する「生活衛生改善貸付」及び「特定の政策目的に沿って設けられている特別貸付」等の貸付金利を低減す
ることを目的として、利ざやの減少分の補給等を行うものである。

・　厳しい経営環境の中で、生活衛生関係営業者の衛生水準の維持向上及び早期の経営健全化並びに雇用の創出等を図っていく上で必要な低利の政策金融を維持
していくために不可欠のものである。

・　新型コロナウイルス感染症の影響により、一時的に、売上の減少など業況悪化を来している生活衛生関係営業者の資金繰りを支援するため、既往債務の借換を含
め、日本政策金融公庫の「新型コロナウイルス感染症特別貸付」等において、実質無利子・無担保の貸付を実施している。

2021-厚労-20-0449

達成手段１
令和３年度

予算額
関連する
指標番号

達成手段の概要、施策目標達成への寄与の内容等 令和3年度行政事業レビュー事業番号

(1)
生活衛生等関係費
（平成4年度）

183百万円
の内数

1.3

＜生活衛生等指導費＞
　生活衛生関係営業の経営の安定と健全な発展のため、都道府県・経営指導員等が営業者に対し適切な指導を行うための都道府県、都道府県センター等に対する指
導監督、生活衛生同業組合に対する指導及び連絡調整、並びに営業者への指導を行う環境衛生監視員の資質向上のための取組みにかかる経費である。

＜生活衛生関係営業対策調査委託費＞
　生活衛生関係営業における生産性向上の取組みに対する支援を推進するため、生活衛生関係営業者向けの生産性向上ガイドライン・マニュアルを活用した個別相
談等を行い、そこで集積された課題についてモデル的に調査・検証を行い、その結果を踏まえて継続的にガイドライン・マニュアルの更新を行うための経費である。

＜生活衛生関係営業衛生確保等対策費＞
　生活衛生関係営業の衛生水準の維持向上や生活衛生関係営業に係る感染症等の感染拡大防止策等の総合的な衛生対策を検討するための経費である。

　生活衛生同業組合等への指導、環境衛生監視員の資質向上を通じた保健所の機能強化に向けた取組み、営業者の生産性向上を目的とした取組み等を通じ、策定
された振興計画の生活衛生関係営業者への浸透、実効性確保を図る。

振興計画とは、生活衛生同業組合（業種ごと・都道府県ごとに営業者が組織する組合）が作成する、組合員たる営業者の営業の振興を図るため
に必要な事業の計画のことである。
衛生水準の維持向上のためには、生活衛生関係営業の振興が重要であり、計画未作成組合を解消できるよう、令和３年度以降は振興計画の
業種別認定率90%を達成していない４業種（※）について認定率を前年度以上とすることを目標値とした。

※　興行場業、公衆浴場業、旅館業（簡易宿所）、氷雪販売業
（参考）平成29年度実績：63件、平成30年度実績：63件、令和元年度実績：61件、令和２年度実績：60.5%
（参考２）認定率の県債方法は組合の設立状況を分母とし、振興計画認定状況を分子としている。
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日本政策金融公庫貸付件数（生活
衛生資金貸付）
（日本政策金融公庫調べ）（アウト
プット）

14,107件
平成29年

度
15,709件

以上
令和３年度

日本政策金融公庫が生活衛生関係営業者に対して行う衛生水準の維持向上等を目的とした低利融資は、中小零細の生活衛生関係営業者に
とって重要な支援措置であり、金融市場における金利動向を踏まえると厳しい状況下ではあるところ、過去５年相当の実績を回帰分析することで
算出された数値以上とすることを目標値とした。

※　令和２年度は、新型コロナウイルス感染症対策として「生活衛生関係営業新型コロナウイルス感染症特別貸付」等を実施しており、貸付件数
の前年度比増加率が２倍以上となったことや、貸付件数が振れ幅のある指標であることを踏まえ、令和２年度までは「前年度以上」としていた目
標値について、令和３年度以降は「過去５年相当の実績を回帰分析することで算出された数値以上」として設定している。
（参考）平成27年度実績：11,755件、平成28年度実績：13,783件

年度ごとの実績値

目標年度

1
振興計画の業種別認定率
（医薬・生活衛生局生活衛生課調
べ）（アウトプット）

60%
平成29年

度
前年度以

上
令和３年度

達成目標１について

測定指標（アウトカム、アウトプット）
※数字に○を付した指標は主要な指標

基準値 目標値

年度ごとの目標値

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

2



基準年度
平成29年

度
平成30年

度
令和元年

度
令和２年

度
令和３年

度

前年度以
下

前年度以
下

前年度以
下

前年度以
下

二酸化炭
素濃度の
不適合率
が前年比

２％減

別紙参照 別紙参照 別紙参照
集計中

（令和３年
11月公表）

平成29年
度

平成30年
度

令和元年
度

令和２年
度

令和３年
度

4 ­ ­ 709 497

令和元年度 令和２年度

予算額 予算額

執行額 執行額

0.4百万円 0.4百万円

0.3百万円 0.4百万円

228百万円
の内数

259百万円
の内数

208百万円
の内数

134百万円
の内数

17.9百万円 14.9百万円

15.5百万円 5.9百万円

8,649,165 45,141,376

施策に関係する内閣の重要施策
（施政方針演説等のうち主なもの）

施政方針演説等の名称 年月日 関係部分（概要・記載箇所）

第198回国会における衆議院厚生労働委員会における厚生労働大臣所信表明演説 平成31年3月8日
改正出入国管理法に基づく新たな外国人材の受入れについては、本年４月の施行に向けて、介護・ビルクリーニング分野
における受入れ環境の整備（中略）などに取り組み、外国人材がその能力を有効に発揮できる環境を整備してまいります。

施策の予算額（千円）
令和元年度 令和２年度 令和３年度

政策評価実施時期 令和３年度9,114,929 46,436,232 4,960,778

施策の執行額（千円）

(6)

生活衛生関係営業対策事業費補助金
（ビルクリーニング業における外国人材
確保事業）
(令和元年度)

14.9百万円 ­

＜生活衛生関係営業対策事業費補助金（ビルクリーニング業における外国人材確保事業）＞
　ビルクリーニング分野において深刻化する人手不足に対応するため、専門性・技能を生かした業務に即戦力として従事する外国人を受け入れるため、外国において
評価試験を適正に実施するための現地調査や資機材の整備等を行うための経費である。

・国内外において専門性・技能を生かした業務に即戦力として従事する外国人を確保することにより、ビルクリーニング分野の存続・発展を図り、多数の者が利用する
建築物における衛生的な環境を維持する。

2021-厚労-20-0452

(5)
生活衛生等関係費
（平成4年度）

183百万円
の内数

1.3

＜建築物環境衛生管理対策推進事業費＞
　建築物の空気環境の調整、給水及び排水の管理、清掃、ねずみ、昆虫等の防除その他環境衛生上良好な状態を維持するのに必要な措置について検討を行うため
の経費である。
＜保健所等担当者研修会等経費＞
　国民に建築物環境衛生に関する適切な情報の提供を行うとともに、保健所等行政機関において建築物衛生行政に携わる者に対する研修会を実施し、相談体制の整
備等を図るための経費である。

・建築物環境衛生管理対策推進事業において、建築物の空気環境の調整、給水及び排水の管理、清掃、ねずみ、昆虫等の防除その他環境衛生上良好な状態を維持
するのに必要な措置について検討を行い、そこで得られた知見を建築物の維持管理に携わる者等に提供することにより、建築物環境衛生管理基準への不適合率の低
下を図る。
・保健所等担当者研修会等経費を活用して保健所等行政機関において建築物衛生行政に携わる者に対する研修会を実施し、建築物の維持管理に携わる者等への効
果的な助言指導が行われることにより、建築物環境衛生管理基準への不適合率の低下を図る。

2021-厚労-20-0450

(4)
建築物環境衛生管理技術者国家試験
費
(昭和46年度)

0.4百万円 3

＜建築物環境衛生管理技術者国家試験費＞
　建築物衛生法に基づく建築物環境衛生管理技術者国家試験の実施及び国家試験合格者・講習会課程修了者に対する免状交付等に必要な経費である。

・建築物衛生管理技術者国家試験の適性な実施を継続し、技術者の知識水準を保つことで、衛生的な維持管理の向上を図る。

2021-厚労-20-0451

建築技術の進歩等に対応して、国民の生活環境に占める建築物の室内環境の重要性が高まっていることから、興行場、百貨店等多数の者が
使用・利用する、3,000平方メートル以上の規模を有する建築物（特定建築物）の維持管理について、特に換気の指標として重要な二酸化炭素の
含有率の不適合率が高止まりの傾向にあることから、本基準値について前年度より不適合率が２％減とすることを目標値とした。

（参考）不適合率の計算方法は、別紙の各物質別に、報告徴収等で維持管理状況を把握した特定建築物数を分母とし、基準値に違反した特定
建築物数を分子としている。

(参考指標) 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

ビルクリーニング分野特定技能１号評価試験の受験者数
受験者の訓練歴・実務経験が異なるため目標合格者数を設定することは困難であるが、受験者数を一定程度確保することがビルクリーニング
分野における外国人材の受入れに繋がることから、参考指標とした。

達成手段２
令和３年度

予算額
関連する
指標番号

達成手段の概要、施策目標達成への寄与の内容等 令和3年度行政事業レビュー事業番号

年度ごとの実績値

目標年度

3

建築物環境衛生管理基準への不
適合率
（アウトカム）
（衛生行政報告例による）

別紙参照
平成29年

度

二酸化炭
素濃度の
不適合率
が前年比

２％減

令和３年度

達成目標２について

測定指標（アウトカム、アウトプット） 基準値 目標値

年度ごとの目標値

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

3



別紙

指標１：振興計画の業種別認定率（単位：％）

（分母） （分子） 認定率
興行場業 64.4 66.7 64.4 64.4 45 29 64.4
公衆浴場業 58.5 61.0 62.5 61.5 39 25 64.1
旅館業（簡易宿所） 75.0 75.0 75.0 75.0 4 3 75.0
氷雪販売業 38.5 38.5 38.5 38.5 13 5 38.5
４業種 平均 59.1 60.3 60.1 59.9 101 62 60.5

指標３：建築物環境衛生管理基準への不適合率（単位：％）

（分母） （分子） 不適合率

浮遊粉じんの量 2.2 2.4 2.6 2.1 集計中（令和3年11月公表） 集計中（令和3年11月公表） 集計中（令和3年11月公表）

一酸化炭素含有率 0.4 0.3 0.5 0.3 集計中（令和3年11月公表） 集計中（令和3年11月公表） 集計中（令和3年11月公表）

二酸化炭素含有率 26.1 27.7 27.4 26.6 集計中（令和3年11月公表） 集計中（令和3年11月公表） 集計中（令和3年11月公表）

温度 29.9 31.9 30.9 29.5 集計中（令和3年11月公表） 集計中（令和3年11月公表） 集計中（令和3年11月公表）

相対湿度 56.6 57.2 56.7 57.6 集計中（令和3年11月公表） 集計中（令和3年11月公表） 集計中（令和3年11月公表）

気流 2.5 2.4 2.4 2.2 集計中（令和3年11月公表） 集計中（令和3年11月公表） 集計中（令和3年11月公表）

ホルムアルデヒドの量 1.8 1.3 3.6 2.2 集計中（令和3年11月公表） 集計中（令和3年11月公表） 集計中（令和3年11月公表）

水質基準 0.6 0.5 0.4 0.3 集計中（令和3年11月公表） 集計中（令和3年11月公表） 集計中（令和3年11月公表）

残留塩素含有率 2.0 1.5 1.4 1.4 集計中（令和3年11月公表） 集計中（令和3年11月公表） 集計中（令和3年11月公表）

集計中（令和２年11月公表）

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
令和２年度

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
令和２年度


